
平成２４年（船）第４２号

平成２７年５月２９日裁決

主文

厚生労働大臣が、再審査請求人に対してし

た、後記理由欄第２の２記載の原処分１及び

同第２の４記載の原処分２をいずれも取り消

す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、厚生労働大臣が請

求人に対してした、船員保険法による標準

報酬月額の変更について、この標準報酬の

月額変更は、適正な月額変更ではないので、

元の標準報酬月額（５３０千円）に戻して

いただきたいということである。

第２　再審査請求の経過

１　船員保険の被保険者に係る標準報酬月

額の決定又は改定に関する厚生労働大臣

の権限に係る事務は、日本年金機構（以

下「機構」という。）に委任されている（船

員保険法（以下「船保法」という。）第

１５３条第１項第２号、第１７条及び第

１８条）。

２　請求人は、ａ会社と称する船舶所有

者（以下「本件事業所」という。）に船

員として使用される船員保険の被保険

者であるところ、その標準報酬月額は、

５３０千円とされていた。本件事業所

の事業主（以下「事業主」という。）は、

平成○年○月○日（受付）、機構に対し、

請求人の従前の標準報酬月額５３０千円

を平成○年○月から２４０千円とする旨

の「被保険者報酬月額変更（基準日）届」

（以下「月額変更届Ａ」という。）を提出

した。機構は、同日付で、月額変更届Ａ

により、請求人の標準報酬月額を平成○

年○月から２４０千円に改定する旨の処

分（以下「原処分１」という。）をした。

３　その後、事業主は、機構に対し、平成

○年○月○日（受付）、請求人の従前の

標準報酬月額２４０千円を平成○年○月

から７８千円とする旨の「被保険者報

酬月額変更（基準日）届」（以下「月額

変更届Ｂ」という。）を提出した。機構

は、同日付で、月額変更届Ｂにより、請

求人の標準報酬月額を平成○年○月から

７８千円に改定する旨の処分（以下「月

額変更届Ｂによる処分」という。）をした。

４　請求人は、原処分１及び月額変更届Ｂ

による処分を不服とし、○○厚生局社

会保険審査官（以下「審査官」という。）

に対する審査請求を経て、当審査会に対

し再審査請求をした。

なお、月額変更届Ｂによる処分につい

ては、審査請求において、船保法第１８

条第１項所定の固定的賃金の変動があっ

たのは、請求人が平成○年○月○日から

本件事業所の船員就業規則（以下、単

に「就業規則」という。）第１８条所定

の待機員となったため○万○○○○円の

賃金が支給されたことによるものである

から、その標準報酬月額は、同年○月か

ら改定するのが妥当であるとの理由によ

り、審査官が、同処分を取り消す旨の決

定をしたことから、機構は、その後、月

額変更届Ｂによる処分中の改定月「平成

○年○月」を「平成○年○月」に変更す

る処分（以下、この変更処分による変更

後の月額変更届Ｂによる処分を「原処分

２」という。）をした。請求人は、原処

分２をも不服として、再審査請求に至っ

たものであり、月額変更届Ｂによる処分

と原処分２との間に処分の同一性が認め

られることから、この不服も審査の対象

とすべきものである。

第３　問題点

１　船保法第２０条第１項（公的年金制度

の財政基盤及び最低保障機能の強化等の

ための国民年金法等の一部を改正する法

律（平成２４年法律第６２号による改正

前のもの。以下、同じ。）の規定による

と、被保険者の報酬月額は、次の各号に

掲げる場合の区分、すなわち、「第１号　

月、週、その他一定期間によって報酬が

定められる場合」、「第２号　日又は時間

によって報酬が定められる場合」、「第３



号　前２号の規定により算定することが

困難である場合（第５号に掲げる場合を

除く。）」、「第４号　１年を通じて船員と

して船舶所有者に使用される被保険者の

報酬につき、基本となるべき固定給のほ

か、船舶に乗り組むこと、船舶の就航区

域、船積貨物の種類等により変動がある

報酬が定められる場合」、「第５号　歩合

により報酬が定められる場合」及び「第

６号　前各号のうち２以上の号に掲げる

場合に該当する場合」の区分に応じて、

それぞれの区分について定められるとこ

ろによって算定した額とする旨定められ

ており、上記第４号の区分については、

「前３号の規定にかかわらず、第１号の

規定により算定した基本となるべき固定

給の額と変動がある報酬の額とを基準と

し、厚生労働大臣が定める方法により算

定した額」を報酬月額の額とすることと

され、上記第１号の区分については、「被

保険者の資格を取得した日、報酬に増減

があった日、育児休業等終了日の翌日又

は勤務時間その他の勤務条件に変更が

あった日の現在の報酬の額をその期間の

総日数で除して得た額の３０倍に相当す

る額」を報酬月額の額とすることとされ

ている。

そして、同条第２項は、「被保険者の

報酬月額が、前項の規定により算定する

ことが困難であるとき、又は同項の規定

により算定した額が著しく不当であると

きは、同項の規定にかかわらず、厚生労

働大臣が算定する額を当該被保険者の報

酬月額とする。」と規定している。なお、

船保法において「報酬」とは、賃金、給

料、俸給、手当、賞与その他いかなる名

称であるかを問わず、労働者が、労働の

対価として受けるすべてのものをいい、

「賞与」とは、賃金、給料、俸給、手当、

賞与その他いかなる名称であるかを問わ

ず、労働者が、労働の対価として受ける

すべてのもののうち、３月を超える期間

ごとに受けるものというとされている

（船保法第２条第４項及び第５項）。

２　そして、船保法第２０条第１項第４号

の区分に該当する者の標準報酬の算定

方法として、「厚生労働大臣が定める方

法」は、「船員保険法第４条ノ２第１項

第４号の規定に基づく報酬月額の算定方

法」（昭和３４年７月２８日厚生省告示

第２３３号。以下「汽船告示」という。）

であるが、汽船告示によってその標準報

酬を算定しがたい者に係る標準報酬の算

定については、船保法第２０条第２項の

規定によりその報酬月額の算定をしてき

た。しかして、同条第２項に基づく算定

方法として、「船員法第四条ノ二第二項

による報酬月額の算定について」（昭和

４３年６月１７日庁保発第１５号社会保

険庁医療保険部長通知。以下「本件通知」

という。）が定められているところであ

り、本件通知は、次のとおり定めている。

「船員保険法第４条ノ２第１項第４号

に該当する者であって、昭和３４年７月

厚生省告示第２３３号（船員保険法第４

条の２第１項第４号の規定に基づく報酬

月額の算定方法）によってその報酬月額

を算定しがたい者に係る報酬月額の算定

については、行政庁が同法第４条ノ２第

２項の規定によりその報酬月額の算定を

してきたところであるが、今回、その算

定の方式を統一し、次により行うことと

したので通知する。

１　算定方式

過去１年間に支払われた総報酬

標準報酬月額＝本給月額×過去１

年間に支払われた総報酬／（本給日額

×雇用期間）

この算式中、「本給月額」、「過去１

年間に支払われた総報酬」、「本給日額」

及び「雇用期間」とは次に定めるとこ

ろによる。

（1）　「本給月額」とは、１月間乗船し

たならば支給されるであろう各個人

別の本給をいい、定期昇給、ベース

アップ等によりこの額に増減があっ

たときは、その額

（2）　「過去 1 年間に支払われた総報

酬」とは、過去１年間に支払われた

乗船中の本給、下船中の本給及び各



種諸手当の総額

（3）　「本給日額」とは、標準報酬月額

を改定すべき月の前月に１月間乗船

したならば支給されるであろう本給

月額の３０分の１に相当する額

（4）　「雇用期間」とは、標準報酬月額

を改定すべき月前１年間に雇用され

た実期間（有給休暇、無給休暇等の

期間であっても、雇用されている場

合は含まれる。）の日数

（5）　前記（2）、（3）及び（4）につい

ては、同一船舶所有者について支給

される各種手当が職種別、就航区域

又は船積貨物等の範囲別に定められ

ているときは、その定められている

職種又は範囲別ごとに算出するもの

とする。

２　適用範囲

前記１による算定方式は、基本となる

べき固定給が下船することによって、て

い減する報酬を受ける者（全日本内航船

主協会加盟船舶所有者に使用される船員

及びこれに準じた給与体系により報酬を

受ける船員）及び基本となるべき固定給

が乗下船にかかわらず一定であり、乗船

することにより変動する諸手当を受ける

者について適用するものである。

なお、この算定の方式によって算出す

ることが適当でない者については、その

報酬の実態により算定することは従前ど

おりである。」

３　本件の問題点は、原処分１及び原処分

２における請求人の標準報酬月額の算定

方法が、船保法第２０条第１項及び第２

項の規定に則ったものとして、妥当なも

のといえるかどうかである。

第４　当審査会の判断

１　本件記録によると、上記第２の２、３

及び４の事実のほか、次の各事実が認め

られる。

（1）　請求人は、１年を通じて船員とし

て、本件事業所に使用される被保険者

である。

（2）　就業規則によると、本件事業所に

使用される乗組員の賃金の構成は、①

給料（基本給）、②諸手当（船長・機

関長手当、混乗手当、割増手当、タン

カー手当、乗船一時金、衛生管理者手

当、事務兼任手当、欠員手当）、③賞

与（勤務期間及び勤務成績に対し賞与

を支払うことがある。）とされており

（第９条）、諸手当のうち、「船長・機

関長手当」は「乗船中の船長及び機関

長に対し、別表２（注：掲記は省略す

る。）の手当を支給する。」とされ（第

１１条）、「混乗手当」は「乗船中の乗

組員に対して、次の手当を支給する。

混乗手当　基本給×１０％」とされ（第

１２条）、「タンカー手当」は「会社は、

タンカーに乗組む船員に対し、危険物

輸送慰労金に相当するタンカー手当と

して、月額基本給の１０分の１を支給

する。」とされ（第１３条）、「乗船一

時金」は「船舶の作業内容及び就航区

域等に応じて、その都度算定のうえ乗

船一時金を支給する。」とされている。

（3）　また、予備員の賃金は就業規則第

１８条に規定されており、①艤装員に

ついては、（ｲ）基本給、（ﾛ）艤装員手

当（基本給の３０％以上）、（ﾊ）その

他の手当（実情に応じて支給する。）、

②有給休暇員については、（ｲ）基本

給（基本給の３０分の１×有給休暇

日数）、（ﾛ）食料金（８５０円×有給

休暇日数）、（ﾊ）船機長手当（注：内

訳の掲記は省略する。）、③待期員につ

いては、船長・機関長職、一航・機士

職及び通信長職は月額９万円、それ以

外の職員は７万５０００円、その他は

６万円、④諸暇員及び特別休暇員につ

いては支給しないとされている。

（4）　請求人は、平成○年○月までは、

基本給のほか、乗船一時金、混乗手当

及びタンカー手当を支給されていた。

２　上記認定事実によると、請求人は、船

保法第２０条第１項第４号所定の「基本

となるべき固定給のほか、船舶に乗り組

むこと、船舶の就航区域、船積貨物の種

類等により変動がある報酬が定められる

場合」に該当し、就業規則によれば、「基



本となるべき固定給が下船することに

よって、てい減する報酬を受ける者」に

該当することが明らかであるから、請求

人の標準報酬は、同法第２０条第１項第

１号の規定により算定した基本となるべ

き固定給の額と変動がある報酬の額とを

基準とし、汽船告示に定められた方法に

より算定されることになるが、汽船告示

に定める方法によってはこれを算定しが

たいことから、同法第２０条第２項の規

定に基づく本件通知に則って算定すべき

ことになる。　

３　そして、本件審理期日（第２回）にお

ける保険者の陳述によると、保険者は、

原処分１及び原処分２において、請求人

の報酬につき固定的賃金の変動があった

都度、その変動があった月の翌月に標準

報酬月額を改定したが、請求人は１年を

通じて船員として使用される者であり、

就業規則によると、請求人は「基本とな

るべき固定給が下船することによって、

てい減する報酬を受ける者」であるから、

船保法第２０条第２項の規定に基づく本

件通知が適用されることとなるが、本件

通知は、乗下船などにより報酬が大きく

変動する船員の特殊性を考慮し、標準報

酬月額を算定する際に、過去１年間に支

払われた乗船中の本給、下船中の本給及

び各種諸手当の総額を用いて一定期間の

報酬を算定するものであるため、下船に

よる固定的賃金の変動については月額変

更処理を行うことはできないものであっ

たというのである。そして、本件記録に

よっても、請求人が１年を通じて船員と

して使用される者であること及び就業規

則により、「基本となるべき固定給が下

船することによって、てい減する報酬を

受ける者」に該当することが認められる

から、請求人については、船保法第２０

条第２項の規定に基づく本件通知が適用

されることになるのであり、本件通知に

則った算定方法によりその標準報酬を算

定する必要があったものと認めることが

できる。そして、原処分１及び原処分２

が船保法第２０条第２項の規定に基づく

本件通知に則った算定方法によってその

標準報酬を算定しなかったものであるこ

とは、保険者もこれを認めるものであり、

本件記録によってもこれを優に認めるこ

とができるから、原処分１及び原処分２

が不当であることは明らかである。

以上の理由によって、原処分１及び原

処分２をいずれも取り消すこととして、

主文のとおり裁決する。


